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０．はじめに

このたびは、“ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方”における『 ＰＳＴＮからＩＰ網への移行
に伴う事業者対応の在り方 』について、提案を申し述べる機会を頂き、誠にありがとうございます。

ＰＳＴＮのマイグレーションについては、『ＰＳＴＮのマイグレーションについて

～概括的展望～（平成22年11月2日）』にて、ＮＴＴ東西殿の考え方が示されて

おりますが、その中で明確に示されていない項目、あるいは今後検討して

いただきたい項目のうち、特に留意していただきたい二つの課題について

述べさせていただきます。

１．ハブ機能にかかる課題

２．緊急通報にかかる課題
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１－１．ＮＴＴ東西殿のご提案内容

ＮＴＴ東西殿「ＰＳＴＮのマイグレーションについて～概括的展望～（平成22年11月2日）」資料において、

『 7-1 ＩＰ網同士の円滑・効率的な相互接続に向けて（関係事業者による意識合わせの場の設置）』として、

ＮＴＴ東西殿と接続事業者間の１対１の接続についての移行提案がありました。

ＮＴＴ東西殿 接続事業者

いわゆる、ＮＴＴ東西殿と接続事業者

“１対１の接続のみ”の移行提案と

理解しています。

（平成22年11月2日付けＮＴＴ東西殿資料『ＰＳＴＮのマイグレーションについて～概括的展望～』の抜粋）
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１－２ ハブ機能とは（当社視点）

ＮＴＴ西

四国４県
POI

一部の着信
課金事業者

など

中
継
な
ど

携帯事業者
Aなど

四国内

全国

全国

当社

固定電話
事業者Ａ

携帯電
話

事業者Ｂ

国際電話
事業者Ｃ

着信課金
事業者Ｄ

・全国26事業者と相互通話を実現

・平成22年度の当社発着信トラヒックのうち、
約40％がＮＴＴ西殿をハブ機能として利用。

ところが、当社側からＮＴＴ東西殿のＰＳＴＮ網との接続を見ると、１対１の接続に限った問題ではありません。

当社では、多くのトラヒックを効率的に疎通するために、ＮＴＴ西日本殿のＰＳＴＮ網をハブ機能として利用

させていただいています。

◎当社とＮＴＴ東西殿ＰＳＴＮ網との接続状況（平成23年3月末時点）
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１－３．国内の電話事業者におけるハブ機能の利用状況

ＮＴＴ東西

事業者Ａ

事業者Ｂ 事業者Ｃ

事業者Ｄ

ハブ機能の扱いが、多くの国内電話サービス利用者に影響があります。

①ＮＴＴ東西殿
との直接接続

（約80ﾊﾟﾀｰﾝ)

②ＮＴＴ東西殿と
の間接接続

（約1,100ﾊﾟﾀｰﾝ)

③ハブ機能のみ

（約970ﾊﾟﾀｰﾝ)

このハブ機能としての利用は、当社に限らず、国内の他電話事業者にも同じことが言えます。

国内の電話事業者におけるＮＴＴ東西殿ＰＳＴＮ網との接続パターンは、約２，１５０パターン(※1)あり、

うち、４５％がハブ機能に特化したパターンとして利用されています。

(※1)当社調べ。ＮＴＴ東西殿の接続約款（平成23年5月13日版）より
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１－４．国内の電話事業者における相互接続の見直し

想定される接続形態

ケース② ハブ機能提供事業者を利用
した相互接続

ケース① 全事業者がメッシュで相互接続

・27事業者の場合、最低351本必要で接続構成が煩雑です。

・時間・費用面から非効率な接続方法であることは明白です。

仮に、このハブ機能が提供されない場合は、国内の電話事業者間で大規模に相互接続方法を見直す

こととなり、電話事業者に与えるインパクトは大きいと考えます。

・シンプルな接続構成となります。

・従来と変わらない効率的な接続方法が維持できます。

事業者C

事業者H

事業者G

事業者B

事業者F

事業者E

事業者D

事業者A

事業者H

事業者B

事業者F

事業者D

事業者C

事業者G 事業者E

事業者A

ハブ機能提
供事業者
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１－５．地方の中小事業者における課題

四国4県POI

四国内及び
全国へ

四国4県ＰＯＩでＮＴＴ
西殿と接続すれば、
全国26事業者との
接続が可能です。

地方の中小

事業者では

『ＰＯＩの場
所』

が重要な課
題

以上のハブ機能にかかる課題について、早い段階から取り扱いの検討をお願いいたします。

今後、議論を深める中で留意いただきたいポイントとして、「ＰＯＩ（相互接続点）の設置場所」があります。

従来は、ＮＴＴ東西殿が４７都道府県に同条件でＰＯＩを設置していたため、当社など地方の中小事業者でも
身近なＰＯＩでＮＴＴ西殿と接続すれば、全国の電話事業者と効率的な相互接続が実現できました。

しかし、前述の相互接続見直しの際、ＰＯＩが東京など大都市に限定されれば、

①当社が四国～東京等までの伝送路費用（固定費）の負担を強いられます。この不利な接続条件がネックと
なり、中央の大手事業者との公平なサービス競争ができず、ひいては電話事業の継続に支障をきたす恐
れがあります。

②同じ四国内の通話であっても、事業者が異なれば呼の経路が東京等からの折り返しとなるため、東京等で
輻輳があった場合に繋がらないなどネットワークの可用性の問題が生じます。

東京ＰOI

全国へ

四国

②四国内発着信も繋がらない

輻輳が発生
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２．緊急通報にかかる課題

※１ 参考資料１ 緊急通報の義務化に係る関係法令

※２ 参考資料２ ＩＰネットワークを用いた119番通報の在り方に関する研究懇談会（平成18年3月）報告書の抜粋

【総務省 消防庁 国民保護・防災部 防災課 防災情報室】

０ＡＢＪ電話事業者は、緊急通報との接続を義務化（※１）されており、緊急機関とはＮＴＴ東西殿の

ＰＳＴＮ網を経由して接続しています。（※２）

総務省殿におかれましては、将来における緊急通報のあるべき姿や、その実現方法に

ついて早い段階から検討をお願いいたします。

０ＡＢＪ事業者
ＮＴＴ東西殿
ＰＳＴＮ網

（緊急通報用ＩＳＤＮ）

110番（警察）

119番（消防）

118番（海上保安庁）

指令台

ＰＳＴＮ網のマイグレーション方法によっては、緊急通報との接続は多大な影響を及ぼします。

指令台

指令台
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＜参考資料１＞

■緊急通報の義務化に係る関係法令

※下線はＳＴＮｅｔが追記

◎ 電気通信事業法 第五十条第一項

電気通信事業者は、電気通信番号（電気通信事業者が電気通信役務の提供に当り送信の場所と受信

の場所の間を接続するために電気通信設備を識別し、又は提供すべき電気通信役務の種類若しくは内

容を識別するために用いる番号、記号その他の符号をいう。以下同じ。）を用いて電気通信役務を提供

する場合においては、その電気通信番号が総務省令で定める基準に適合するようにしなければならない。

◎ 電気通信番号規則 別表第二の五

緊急通報が利用可能であること。（ただし、総務大臣が特に認める場合を除く。）
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＜参考資料２＞

３ 消防機関の指令台等への接続回線

ＮＴＴ東西の公衆電話交換網（ＰＳＴＮ）を利用することとし、ＮＴＴ東西の固定電話からの１１９番通報における接続回線である緊急通報用ＩＳＤＮに重畳することができ
る。

１ ネットワーク構成

■ＩＰネットワークを用いた119番通報の在り方に関する研究懇談会（平成18年3月）報告書
【総務省 消防庁 国民保護・防災部 防災課 防災情報室】の抜粋

※下線はＳＴＮｅｔが追記
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ＰＳＴＮのマイグレーションに伴う

１．ハブ機能にかかる課題

２．緊急通報にかかる課題

について、利用者の利便性を保護し、接続事業者に大きな負担が生じないことを

念頭においた検討の場を早急に設置いただき、議論をお願いいたします。

３．当社からの要望（まとめ）


